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2 観測・解析技術の開発 

            

 技術開発担当 渡辺俊樹（名古屋大学大学院環境学研究科） 

 

１．本観測研究計画における観測・解析技術開発研究の位置づけ 

平成21年から25年度まで実施した「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」

（前計画）では，大項目のひとつとして「新たな観測技術の開発」が掲げられており，

これに対応した「新たな観測技術の開発」計画推進部会において技術開発に特化した成

果の報告や議論等を行った。平成26年度から実施している「災害の軽減に貢献するため

の地震火山観測研究計画」（現計画）では，「研究を推進するための体制の整備」（大

項目：４．）の中で，「研究基盤の開発・整備」（中項目：(2)）の一環として「観

測・解析技術の開発」（小項目：ウ．）を引き続き実施している。ところで，開発され

た技術は研究の場で活用されてこそ意味があり，そのためには，開発された技術を使う

側のニーズと開発側のシーズとのマッチングが重要である。そこで，このような考え方

のもと，現計画では「観測・解析技術の開発」という項目に対応する部会を設けず，計

画推進部会や総合研究グループの中で，すなわち“観測研究の場”で技術開発について

報告や議論が行われる体制となっている。 

その一方で，観測技術には特定の分野や対象に閉じたものは少なく，ある目的のため

に開発された技術が他の目的のために活用できる例は多い。また，技術開発の専門家間

であるからこそ，他の技術の問題点やその解決方法，および，地震・火山噴火研究にお

ける技術開発の方向性等について深い議論ができる。技術開発に特化した議論や情報交

換を行う場も必要であることから，技術開発コミュニティでは，本観測研究計画の推進

の一環として技術開発に特化した議論の場を設けて活動を行っている。 

 

２．技術開発関係の研究課題の概要 

現計画で推進する研究課題のうち17課題が「最も関連の深い次期研究計画の項目」と

して「観測・解析技術の開発」（４.(2)ウ）を挙げている。これは全項目の中で最多の

課題数である。さらに，「その他関連する次期研究計画の項目」として「観測・解析技

術の開発」を挙げた13課題も含めると，実に30課題が技術開発に関係した研究課題であ

る。この課題数の多さは，災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究に観測・解析

技術の発展が不可欠であることを示している。 

本報告では，技術開発関連の課題を(1)海底における観測技術，(2)宇宙技術等を利用

した観測技術，(3)地下および火山モニタリング技術に分類し，平成28年度の主な成果

を中心に報告する。 

 

（1）海底における観測技術 

東北地方太平洋沖地震の最大すべり域付近の日本海溝において，2014 年から 2015 年

にかけて，海溝軸を跨ぐ形で海底間音響測距観測を行った。2015 年からは (1) ユニバ

ーサルジョイントを廃止し姿勢の安定性を重視した脚形状，(2) 音響コマンドで観測頻

度の設定変更や計測データの随時吸い上げが可能，(3) 高精度な外付け圧力・温度セン
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サー（RBR）搭載の 5 台の新設計の機器を設置した（図 1）。2016 年 9 月にこのうち 2 台

を回収し，往復走時データ，音速補正に使用する温度・圧力データ，装置の姿勢データ

からなる，ほぼ１年間の連続データを得た。未回収の機器からも音響モデムによって一

部のデータを吸い上げた。最も長い ADM1A-3B の基線(7240 m)でも，ばらつきで±1-2 

cm，1 年間の変位速度で±2 cm/yr の精度で計測できる見込みがたった（東北大学［課

題番号：1210］）。 

GPS-音響結合方式海底地殻変動観測では，南海トラフ沿いにおいて，観測から得られ

たアムールプレートに対する移動速度の測地学的インバージョンを行い，プレート境界

のすべり欠損速度の分布を推定した（海上保安庁［課題番号：8001］）。南海トラフ軸付

近の 3 観測点で 2 回の測定を実施し，フィリピン海プレートの運動の実測に成功し，プ

レート間の固着率を見積もることができた（名古屋大学［課題番号：1703］）。 

海底での機動的地震・地殻変動観測に向けた観測技術の高度化については，次世代型

広帯域海底地震計（BBOBS-NX）の自律展開設置・自己浮上回収方式への機能高度化に向

けた具体的機構設計を行い，実海域試験を実施した。海底に貫入させたセンサー部を回

収時に引き抜く浮力を確保するための浮力体（ガラス球浮き）を追加した（図 2）。ビデ

オカメラおよび加速度ロガーを装着し，水中降下から着底までの試験機の状態を記録し

たところ，投入後降下中に記録部であるチタン球に生じる傾斜変動を大幅に抑制するこ

とが確認できた。定常的な海域観測網の高度化については，2015 年に設置した新規開発

した海底光ケーブル式地震津波観測システム（OBCST システム）の観測システム，特に

陸上システムの改良を実施した。OBCST システムの地震学的なノイズは，2Hz より高い

帯域および 10 秒よりも長い帯域で十分に低く，海底における典型的なノイズレベルと

ほぼ同じであること，埋設された観測ノード（YOB1)は，他の観測ノードよりも低い雑

微動レベルであること，埋設した観測点の水圧計の感度が，海底面の水圧計に比べて著

しく変化していると認められないことがわかった（東京大学地震研究所［課題番号：

1521］）。 

 

（2）宇宙技術等を利用した観測技術 

GNSS 観測・解析技術については，GEONET リアルタイム解析システムにおけるリアル

タイム GNSS 測位に用いる衛星系を，これまでの GPS のみから GPS 及び GLONASS を用い

たマルチ GNSS へ拡張した。2016 年 4 月 14 日及び 15 日に発生した熊本地震の前震

（M6.5，M6.4）ほかの地震においてリアルタイムで地震時変動を検出した。また，4 月

16 日に発生した熊本地震（M7.3）において地震後 5 分程度で自動的に矩形断層モデルを

推定することに成功した。リアルタイムキネマティック GNSS 時系列から火山性地殻変

動の力源の状態変化を逐次推定するシステムを構築した（国土地理院［課題番号：

6012］）。 

 新たな地表変動モニタリング技術として，地上設置型レーダー干渉計（GBRI: 

Ground- based radar interferometer）の研究を開始した。GBRI は地上に設置したア

ンテナからレーダー波を照射し，観測対象からの後方散乱波を受信するセンサーであ

り，得られたレーダー画像の各画素に格納される位相の時間変化から，アンテナと散乱

点との距離の変化を面的に検出することが可能である。合成開口レーダー型と実開口レ
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ーダー型の 2 台の GBRI から構成される GBRI 観測システムを浅間山の山麓に設置した。

植生がほとんどない火口周辺では，30 日間のデータペアにおいても地殻変動検出が可能

なほどの干渉性が得られることを確認した。一方で，樹林帯や悪天候時においては干渉

性が著しく劣化し地殻変動検出は困難であった。衛星 SAR の解析においては，陸域観測

技術衛星「だいち２号」(ALOS-2)のデータを用いて，熊本地震に伴う地殻変動を検出し

た。得られた地殻変動は，布田川断層と日奈久断層の北端部，布田川断層の東端から北

東に伸びる断層の右横ずれと，西原村付近の低角の断層の正断層成分を伴う右横ずれに

よっておおよそ説明することができる。この結果に基づき，熊本地震に伴う地殻変動が

阿蘇山のマグマだまりに与える影響を見積もった。航空機搭載型光学センサーに関する

研究においては，小型単発機に搭載可能なセンサー：ARTS-SE の試験観測データを用

い，ARTS-SE のカメラ型センサデータの処理手法を開発し，各観測データより DSM を作

成することが可能となった（防災科学技術研究所［課題番号：3005］）。 

航空機搭載合成開口レーダ（Pi-SAR2）については，地震・火山災害時の被害判読等

の技術開発と，Pi-SAR および Pi-SAR2 のデータ検索システムの公開・運用を進めた。熊

本地震では本震の翌日の被災地の観測を実施し（図 3），観測データの関係機関への配布

と Web を通じた一般への公開を速やかに実施した（情報通信研究機構［課題番号：

0101］）。 

衛星赤外画像を用いた噴火推移の観測については，ひまわり 8 号 AHI 画像及び GCOM-

C SGLI 画像処理システムの正式運用に向けたシステム開発を進めた。GCOM-C の打ち上

げが 2016 年 12 月から約 1 年間延期されることになったため，JAXA と共同で

calibration/ validation の期間に行う予定であった SGLI データ転送ルーチンのチェ

ックは来年度以降へ持ち越された。インドネシア，ラウン火山 2015 年噴火に関する噴

火推移解析を進めた。ラウン火山（標高 3320 m）は山頂部に直径約 2 ㎞のカルデラを

もつ火山で，2015 年 6-8 月にストロンボリ式噴泉を伴う規模の大きい噴出的噴火が発生

した。しかし，噴火が山頂カルデラ内で起きたため，地上から目視観測できず，詳しい

噴火推移は不明であった。昨年度までに，ひまわり 8 号 AHI の 10 分間隔という超高頻

度赤外画像を用い，噴火活動に伴う熱異常の時系列変化を解析し，噴火推移の推定を行

った。この結果に高分解能衛星画像，ASTER-DEM の解析を組合せ，噴火の推移を詳細に

明らかとすることができた（東京大学地震研究所［課題番号：1520］）。 

 

（3）地下および火山モニタリング技術 

光ベースの大深度ボアホール用地震地殻変動観測装置の設計を進めた。装置は地震

計，傾斜計，温度計，歪計より構成される。地震計と傾斜計は板バネとマスを組み合わ

せた構造で，高温用バネ材であるインコネルを用いる。マスに取り付けたコーナープリ

ズムの動きを高温用レーザー干渉計ユニットで高精度に計測する。温度計および歪計は

光ファイバーグレーティング（FBG）を用いて，光ファイバーの微小伸縮をレーザー吸

収波長の変化から計測する。すべての装置は通信波長帯 1.55μm のレーザー光源で動作

できる構成であり，長距離伝送や複数のセンサーのネットワーク化に適している。（東

京大学地震研究所［課題番号：1522］）。 

小型絶対重力計については，プロトタイプ TAG-1 の系統誤差の評価のため，石岡測地
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観測局（国土地理院，茨城県石岡市）における絶対重力計 FG5 との比較観測を実施し

た。30～50μGal の差異が認められ，参照マスの自由落下時の反作用など複数の要因に

ついて検討している。また，火山において複数の絶対重力計を設置した観測網を構築す

ることを想定し，長距離伝送の技術が確立している通信波長帯の光源（波長 1550nm

帯）を用いた絶対重力計の動作検証を行った。絶対重力測定の基準となる波長安定化光

源 1 台から光ファイバーで各観測点の装置に分配し計測することができる。TAG-1 の光

学素子を通信波長帯のものに交換したユニットを作成し，東北大・電気通信研究所で開

発されたアセチレン安定化ファイバーレーザーを光源に用いて重力値を計測し（図 4），

従来の He-Ne レーザーによる計測と比較して誤差の範囲内で整合する計測値を得た（東

京大学地震研究所［課題番号：1506］）。  

精密制御震源システム（アクロス）については，回転軸を水平にした第 2 世代震源装

置（図 5）の性能の検証を行った。震源基礎部分と地盤との間に生じたせん断滑りを抑

えるために基礎周辺地盤の補修作業を行い，その対策の結果を検証する振動測定実験を

2015 年度末に行った。データの解析を行ったところ，補修の効果は認められたが十分な

強度に復旧しておらず，新たに基礎の補強を行った（名古屋大学［課題番号：1705］）。 

素粒子ミューオンを用いた火山透視技術については，桜島におけるミュオグラフィ長

期観測点へカロリメータ方式を導入した（図 6）。ミュオグラフィ観測装置の設置場所

は，標高 150 m，昭和火口から南に水平距離でおよそ 2.8 km の地点で，ミュオグラフィ

観測装置の有感面を昭和火口方向へ向けた。観測により桜島昭和火口近傍のミュオグラ

ムを得た（図 7）（東京大学地震研究所［課題番号：1523］）。 

火山ガス観測装置の開発については，簡易型トラバース測定装置の測定プログラムの

修正や装置全体のメンテナンスを行い，2014 年 11 月末以降口永良部島火山の二酸化硫

黄放出率モニタリング観測をすでに 2 年以上継続している。この間，口永良部島の 2015

年 5 月 29 日の噴火前，噴火後の二酸化硫黄放出率推移を測定し貴重なデータを供給し

てきた。特に気象庁の火山活動解説資料に採用されており，口永良部島の火山活動の監

視に役立っている。二酸化硫黄可視化モニタリング装置，ポータブルなガス放出率測定

装置についても開発を継続している（東京大学［課題番号：1403］）。 

 

３．研究集会 

先に述べた，技術開発に特化した議論や情報交換を行う場として，技術開発コミュニテ

ィは隔年で研究集会を実施している。本年度は「災害の軽減に貢献するための地震火山観

測研究計画・技術開発に関する研究集会」と題したオープンな形式の研究集会を下記の通

り開催した。参加者は 12 名で 6 件の話題提供があり，主としてこれまでの研究成果や今

後の開発目標などが紹介された。 

 

日時：2015 年 1 月 6 日（火） 13:30～17:30 

場所：東京大学地震研究所 1 号館 3 階 事務会議室 A  

話題提供（発表順）： 

 短スパン伸縮計の開発と初期の地殻変動連続観測記録の活用（加納靖之：京都大学防

災研究所） 
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 空中マイクロ波送電技術を用いた火山観測・監視装置の開発（松島 健：九州大学） 

 小型絶対重力計と高温地震センサー，KAGRA 伸縮計の開発の現状（新谷昌人：東京大

学地震研究所） 

 海底地殻変動観測の最近の成果（田所敬一：名古屋大学） 

 海底地震観測の最近の進展（篠原雅尚：東京大学地震研究所） 

 機動的海底地震・地殻変動観測の高度化（塩原 肇：東京大学地震研究所） 

話題提供に続き，下記のような内容について自由討論が行われ，活発な意見交換が行

われ，問題意識の共有が図られた。 

 現在の技術開発における課題  

 将来の技術開発の目標や新技術の提案  

 ユーザーサイドからの要望・提案  

 次期計画における技術開発課題の進め方  

現計画の最終年度にも同様な研究集会を開催することを計画している。 

 

４．これまでの課題と今後の展望 

 現計画において技術開発課題は着実に成果が上がっているが，例えば，海域における

地殻変動観測や SAR などの衛星測地観測においては，技術的進展により実用段階に達

し，定常的な観測が可能となったことから，観測の成果が科学的な成果に結びついた。

ユーザーのニーズを原動力として，機器開発からデータ取得，解析から科学的成果へと

つなげる開発の方向性が明確になった。一方で，技術開発者間の連携がやや弱くなった

という意見も聞こえた。 

今後の目標として，難観測地域・極限環境における観測技術の開発，特に深海域と地

球深部（ボアホール），火山における観測・データ取得・転送技術の開発を進め，観測

の空白地域を埋める必要がある。また，多種，多点，広域，連続，リアルタイムのデー

タ取得とそのデータ解析技術の開発が必要である。これまで地震火山研究で用いられて

いなかった新しい技術や発想を導入する必要もあると考えられる。技術開発関連課題で

はこれまでハードウェアの技術開発が主流であったが，今後はソフトウェア技術やシス

テム化技術も重要な課題となる。推進体制として，ユーザーと技術開発者が連携できる

体制，例えば，技術開発のニーズとシーズをマッチングさせる仕組みや，ユーザーの技

術開発を支援する仕組みがあることが望ましい。 
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図1．海底間音響測距装置（東北大学［課題番号：1210］） 

2014年と2015年以降の観測でそれぞれ使用した機器の外観。2014年は底層流に逆らわずに自由

に傾けるよう一脚の下端に自在継手を装備，2015年は底層流に対して不動となるよう脚の下端

を3点支持とした。 
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図2．自律動作方式の次期BBOBS-NX の動作概念図（東京大学地震研究所［課題番号：1521］） 

自律動作方式にするために，着底・観測・回収の3 つの状態を制御する2段階の遷移動作を必要

とする。センサー部を海底から引き抜くのに必要な浮力を得るため，NX-2G試験機ではガラス球

浮きを追加しており，図に見られる通り引き抜き時に重要な効果がある。 

 

図3. 航空機SAR (Pi-SAR2) で観測した2016年4月17日の阿蘇大橋付近の画像（情報通信研究機

構［課題番号：0101］）。 

ポラリメトリによる疑似カラー化が施されており，植生部分(緑色) と非植生（マゼンタ）の識
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別により土砂崩れ部分が抽出される。 

 

 

図4. 通信波長帯光源（波長1550 nm帯）による絶対重力測定（東京大学地震研究所［課題番

号：1506］） 

 

 

 

図5. 第2世代アクロス震源装置（名古屋大学［課題番号：1705］） 

振動測定実験の座標軸を合わせて示した。 
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図6. 桜島に導入したカロリメータ方式ミュオグラフィ観測装置（東京大学地震研究所［課題番

号：1523］） 

 

 

 

図7. 桜島に導入したカロリメータ方式ミュオグラフィ観測で得られたミュオグラム（東京大学

地震研究所［課題番号：1523］） 

 


